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（３） 産業経済部 主要施策（消費喚起策）の進捗状況について・・・・・・・・・・・ ８ 

（４） 令和４年度「小規模事業者経営改善補助金」の実績について・・・・・・・・・・ １２ 

（５） 【追加】「第３回レシート de 商品券事業」での受託事業者による申請書処理ミス

による商品券発送の遅延について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １４ 

（６） 令和６年度ベルモント市への学生使節団派遣の実施について・・・・・・・・・・ １６ 

（７） あだち区民まつり「Ａ－Ｆｅｓｔａ ２０２４」の開催について・・・・・・・・ １９ 
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産 業 環 境 委 員 会 報 告 資 料 

令和６年７月１日 

件   名 令和６年度産業経済部 主要施策（突き抜け支援策）の進捗状況について 

所管部課名 産業経済部 産業政策課 

内   容 

 令和６年度産業経済部の主要施策のうち、「突き抜け支援策」として以下

の各事業を実施しており、その進捗状況を報告する。 

１ 海外販路拡大支援事業 

（１）参加事業者 計１０社（五十音順） 

 会社名 事業内容 主な対象商品 

１ 株式会社オーエム 樹脂精密切削加工 アクリル雑貨等 

２ 株式会社カブ・デザイン プロダクトデザイン ステンレス雑貨等 

３ 株式会社 KiKi 日本茶喫茶運営 オリジナル茶葉等 

４ 有限会社椎名製作所 金属加工 アクセサリー等 

５ T&E JAPAN株式会社 ベビー雑貨製造販売 ベビー雑貨等 

６ マルマサ製菓 菓子製造販売 ゴフレット等 

７ 有限会社メニサイド 紙布/鞄製造販売 トートバッグ等 

８ 株式会社山根製菓 米菓製造販売 米菓等 

９ 株式会社和宏 皮革製品製造 レザー雑貨等 

10 株式会社ワタトー 菓子製造販売 きなこ菓子等 

（２）令和６年度のスケジュール（次項の表参照） 

ア 香港 Food Expo及び広州交易会に出展し、バイヤーなどの商談先と

の接点を提供するとともに、出展準備や商談フォローなど出展前後で

丁寧に支援していく。 

イ 昨年度までの出展実績を活かしてシンガポールとオンライン商談

を実施するとともに、新たに国内商社等との商談を実施し、その他の

国や地域への販路開拓及びフィードバックの活用を支援する。 

ウ 海外販路ノウハウセミナーは、参加事業者以外の区内事業者にも公

開して実施する。 
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時期 実施内容 

6月 個別コンサルティング（課題整理と目標の確認） 

8月 香港 Food Expo出展（４社予定） 

10月 広州交易会出展（６社予定） 

11月 シンガポールオンライン商談（１０社予定） 

12月 国内商社等との商談（１０社予定） 

12～3月 海外販路ノウハウセミナー（４回予定） 

2～3月 個別コンサルティング（今年度の振り返りと今後の戦略） 

 

２ 国内販路拡大支援事業 

（１）参加事業者 計１０社（五十音順） 

 会社名 事業内容 主な対象商品 

１ 株式会社グッドフェローズ 洋菓子製造販売 洋菓子 

２ 三祐医科工業株式会社 医療機器製造 耳かき 

３ 有限会社椎名製作所 金属加工 アクセサリー等 

４ タカヤマピクルス キムチ製造販売 キムチ等 

５ T&E JAPAN株式会社 ベビー雑貨製造販売 ベビー雑貨等 

６ 株式会社芳味 食肉加工製造販売 切り落しハム等 

７ 株式会社松崎人形 節句人形製造販売 日本人形等 

８ マルマサ製菓 菓子製造販売 ゴフレット等 

９ ミユキ精工株式会社 
プラスチック製品 

製造販売 
ブロック玩具等 

10 株式会社山根製菓 米菓製造販売 米菓等 

（２）令和６年度のスケジュール（次項の表参照） 

ア ブラッシュアップ支援などによって商材の強みを引き出し、商談の

確度を高めていく。 

イ 事業初期に商談代行を実施してバイヤーから課題をヒアリングす

るとともに、ターミナル駅イベントスペース等で、参加事業者が直接

消費者ニーズを把握するテストマーケティングを実施し、商談に活用

する。 
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時期 実施内容 

6月 個別コンサルティングによる営業戦略策定 

6～7月 専門家による商談代行（バイヤー等の意見ヒアリング） 

7～9月 ブラッシュアップ支援（商品パッケージ等のデザイン支援等） 

10月 
テストマーケティング（ターミナル駅イベントスペースや実
店舗で調整） 

11～2月 個別商談会実施（商談先２社） 

11～2月 専門家による商談代行（商談先３社） 

2～3月 個別コンサルティングによる営業戦略見直し 

 

３ 今後の方針等 

（１）海外販路拡大支援事業では、広州交易会出展の現場を職員が視察し、

商談相手となるバイヤーなどに直接ヒアリングを行って課題等を把握

し、令和７年度以降の事業のあり方を検討していく。 

（２）国内販路拡大支援事業では、参加各社の強みや課題の把握を支援し、

ニーズや商材特性に応じて商談先を設定するなど、商談の確度を高めて

いく。 
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産 業 環 境 委 員 会 報 告 資 料 
令和６年７月１日 

件   名 
令和６年度緊急経営資金（原油価格・物価高騰対策資金）の受付状況につ

いて 

所管部課名 産業経済部 企業経営支援課 

内   容 

 

原油価格・物価高騰対策資金である緊急経営資金の受付件数等、融資実行
状況の令和６年５月末までの実績について、以下のとおり報告する。 
 

１ 緊急経営資金等受付件数 

月 緊急経営資金 
セーフティ 

ネット４号 

セーフティ 

ネット５号 

Ｒ２.３月 ８３９件 １４０件 ３３件 

Ｒ２年度上半期 ３,８６７件 ３,４２４件 ６３６件 

Ｒ２年度下半期 １,１４６件 ２,２２５件 ４６９件 

Ｒ３年度上半期 １,００８件 ６１８件 ６８件 

Ｒ３年度下半期 １,３１９件 ８４４件 ８１件 

Ｒ４年度上半期 １,７８９件 ８３５件 ４４件 

Ｒ４年度下半期 ２,００６件 ７７９件 ３９件 

Ｒ５年度上半期 １,２９５件（１８６） ６４１件 ３５件 

Ｒ５年度下半期 １,８００件（３８４） ２６６件 ３９件 

４月 ６４件（２５） ２８件 ４件 

５月 １２７件（４２） ４１件 ０件 

計 １５,２６０件（６３７） ９，８４１件 １，４４８件 

 ※ 令和４年８月１日から、１,０００万円から２,０００万円への融資上 
限額の引き上げを実施 

※ ( )内の数値は ＊緊急経営資金（特別借換）のあっ旋件数 
＊ 緊急経営資金（特別借換）とは、物価高騰等で区の緊急経営資金 
の返済に苦慮している区内事業者のため、新たに「保証料の全額補 
助」「据置期間の設定」「借換え元の元金の返済を求めない」という 
３つのメリットを付与し、令和５年８月１日から実施している借換 
え制度。金融機関に対し、申請時に事業者の強み弱み等を分析し、 
今後の経営に活かしていく「ＳＷＯＴ分析・事業性評価シート」の 
提出を必要とし、伴走支援を促している。 
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新型コロナウイルスに係るセーフティネットの各申請期限について、セ

ーフティネット５号は令和６年６月３０日から令和６年９月３０日まで延
長された。セーフティネット４号は、令和６年６月３０日をもって終了し
た。 

 

※ セーフティネット保証とは 
様々な突発的事由によって経営が困難（売上高等が減少）となった 

   中小企業者を対象に、信用保証協会が通常の保証限度額とは別枠で保 
証を行うもの。市区町村が認定する。 
【セーフティネット４号】 

自然災害等の突発的災害を対象として全都道府県を指定。原則と 
して最近１か月間及び最近３か月間の売上高等が前年同月と比べて 
２０％以上減少している場合、保証協会が債務の１００％を保証す 
る。 

【セーフティネット５号】 
全国的に業績が悪化している業種を指定。原則として最近１か月 

間及び最近３か月間の売上高等が前年同月と比べて５％以上減少し 

ている場合、保証協会が債務の８０％を保証する。 
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２ 融資実行件数等  

月 融資実行件数 実行金額 信用保証料補助額 

Ｒ２.３月 ２４件 １８５,５００千円 ４,８３５千円 

Ｒ２年度上半期 ３,８７４件 ２６,５９２,１８０千円 ７０２,８４０千円 

Ｒ２年度下半期 １,０７３件 ６,２３９,６１０千円 １５７,２００千円 

Ｒ３年度上半期 ９６０件 ４,８３８,２６０千円 １１８,３５６千円 

Ｒ３年度下半期 ９６９件 ４,７４４,６６０千円 １１１,０２８千円 

Ｒ４年度上半期 １,６３２件 １０,１２４,６５０千円 ２３９,８１９千円 

Ｒ４年度下半期 １,８２６件 １５,５５２,２００千円 ３７６,４９０千円 

Ｒ５年度上半期 
１,３４０件 

（５件） 

１１,００９,７２０千円 

（３２,０００千円） 

２５６,２８９千円 

（７１６千円） 

Ｒ５年度下半期 
１,３８０件 

（４００件） 

１１,５４９,９２６千円 

（３,９７７,５２６千円） 

２５５,２５８千円 

（１０１,８４８千円） 

４月 
４２２件 

（４９件） 

３,３６５,２５０千円 

（４３７,３００千円） 

７３,２８７千円 

（１１,９１０千円） 

５月 
２２２件 

（６７件） 

１,９５３,６６３千円 

（８００,７６３千円） 

４３,６７５千円 

（２０,０２７千円） 

計 
１３,７２２件 

（５２１件） 

９６,１５５,６１９千円 

（５,２４７,５８９千円） 

２,３３９,０７７千円 

（１３４,５０１千円） 

 ※ ( )内の数値は緊急経営資金（特別借換）の実行件数、実行金額及び信
用保証料補助額 

 ※ 緊急経営資金（特別借換）は、東京信用保証協会へ借換元融資の保証
料返還額を確認し、返還額と借換融資の保証料の差額を助成するため、
他の融資よりも１か月から２か月程度遅れて事務処理される。よって、
特別借換の当月分の実行実績は翌月分以降の実行実績として計上する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 今後の方針等 
今後も区内の経済状況を注視しつつ、引き続き区内事業者に対しきめ細 

かく丁寧な支援を行っていく。 
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 産 業 環 境 委 員 会 報 告 資 料 

令和６年７月１日 

件   名 産業経済部 主要施策（消費喚起策）の進捗状況について 

所管部課名 産業経済部 産業振興課 

内   容 

物価高の影響を受けた区内経済の消費喚起策を実施し、１年を通じて行う切れ目

のない経済支援３本「第３回レシート de商品券事業」「足立区商店街応援券（商連

プレミアム商品券）」「キャッシュレス決済還元事業」について進捗状況を報告する。 

 

１ 第３回レシート de 商品券事業 

（１）事業スケジュール 

店舗募集期間 

令和５年１２月１日～令和６年４月１９日 

※ 登録店一覧（紙）掲載は令和６年１月３１日まで 

① 募集チラシ全戸配布 １２月１日～１２月２７日 

② 前回登録店へＤＭ発送 １２月２６日 

③ 前回登録店へ電話かけ・訪問 １２月～１月 

④ 登録店舗数が少ない地域への電話かけ・訪問  

１月～３月 

特に小台、宮城、日暮里・舎人ライナー以西の地域 

を重点的に勧奨 

⑤ 団体周知 １２月～１月 

  （区商連、東京都青果物商業協同組合、酒販組合） 

区民への周知 

① あだち広報３月２５日号 

② 区民事務所、住区センター等へチラシ配布 

③ 町会・自治会掲示板へポスター掲出 

④ ＨＰ、ＳＮＳ 等 

申請セット配布 

（申請書・封筒） 

令和６年３月７日 

配布場所：区民事務所、住区センター、登録店舗等 

キャンペーン期間 令和６年３月２５日～５月２４日 

申請受付 令和６年３月２５日～５月３１日（消印有効） 

商品券発送期間 令和６年３月～９月（予定） 

協力金振込期間 令和６年６月～（キャンペーン終了後、順次） 

 

（２）登録店舗数（４月１９日締切） 

１，６２７店（目標１，５００店） 

※ 第２回事業登録店舗数 １，３８２店 

（３）申請件数（５月３１日締切） 

８１，４８１件（想定１００，０００件） 

※ 第２回事業の申請件数 ５６，３８７件 
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（４）区内共通商品券発送の遅延による発送期間の変更について 

   応募案内には申請から１カ月半程度で商品券発送を案内していたが、３カ月 

程度かかる見込みとなった（理由は下記「ア 経緯」を参照）。 

このため、４月の委員会報告時は、商品券発送期間を３月～８月（予定）とし

ていたが、終了時期を９月（予定）に変更した。 

ア 経緯 

（ア）想定１０万件分の商品券を購入し、事業終了時に余った商品券を商連へ

返却することは、資金決済法に抵触するためできない。そのため、キャン

ペーン開始時は昨年度の実績から、６万件分の商品券を購入した。 

（イ）申請件数の確定値で商品券を購入する必要があるため、６月５日に商連

へ追加発注を行ったところ、９月の納品になると回答があった。 

イ 発注枚数・発注額 

  ９５，０００枚・４７，５００千円 

ウ 追加発注分の発送時期 

令和６年９月中旬～下旬 

エ 商品券の発送が遅れる方への対応 

発送が３カ月程度遅延する旨とお詫びのハガキを送付した。 

 

２ 「足立区商店街応援券（商連プレミアム商品券）」 

（１）事業概要 

 
令和５年度（参考） 令和６年度 

紙 デジタル 紙 デジタル 

応募期間 7/1～7/21 7/1～8/20 7/1～7/22 ※ア（ア） 

使用期間 9/1～12/31 9/2～12/31 ※ア（イ） 

プレミアム率 ２０％ ２０％ ２５％ 

発行セット数 ２万セット １．５万セット １万セット ２万セット 

発行額（プレ

ミ ア ム 分 含

む） 

２．４億円 １．８億円 １.２億円 ２．５億円 

プレミアム分 ４，０００万円 ３，０００万円 ２，０００万円 ５，０００万円 

事務費 約５，６００万円 約５，４７６万円 

換金手数料 ０円 ０円 

  ア 日程変更・追加の理由 

（ア）応募期間 

① デジタル版については、昨年度、１割程度のキャンセル（当選者の未 

払い）があったため、繰上げ販売・二次販売が出来るよう、締切日を

前倒し、紙版と期間を揃える。 

 

     ② 7/21が日曜日であり、万が一デジタル版のシステムに不調が生じた 

際に迅速な対応が困難であるため、期間終了日を 7/22（月）とする。 
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（イ）使用期間 

9/1が日曜日であり、上記ア（ア）②と同様の理由により、使用開始日を 

9/2（月）とする。 

（２）周知 

  ア はがき付きチラシの配布 

    ① 商店街店舗 

    ② 区民事務所など区内公共施設 

    ③ 区内駅スタンド 

  イ あだち広報（６月２５日号） 

  ウ 「公社ニュース トキメキ」（７月号） 

  エ ホームページ公開・ＳＮＳ発信 

 

３ 「キャッシュレス決済還元事業」 

（１）事業概要（令和５年度との比較） 

  令和５年度 令和６年度 

対象決済アプリ PayPay 
auPAY、d払い、 

PayPay、楽天ペイ 

還元率 ２０％  ３０％ １０％ ２０％ 

対象店舗 

資本金５，００１万円以上の法人が運営する店舗は除く（※１） 

（※１）の中で 

従業員数 

1,000人以上の

事業者の全店 

（※１）の中で 

従業員数 

1,000人未満の 

事業者の全店 

（※１）の中で 

従業員数 

1,000人以上の

事業者の全店 

（※１）の中で

従業員数 

1,000人未満の

事業者の全店 

還元上限／回 ２，０００円 アプリごとに２，０００円 

還元上限／期間 １０，０００円 アプリごとに５，０００円 

期間 
１２／１～１２／２５ 

（２５日間） 

１１／１５～１２／２５ 

（４１日間） 

※ 期間を前倒して実施 

還元額 
実績：１２．３９億円 

予算：１９．１７億円 

１３．０億円 
【参考：R5実績を元に予算額の 

３分の２をかけた還元額】 

８．６７億円 

事務費 
実績： ０．５億円 

予算：０．７８億円 
１．４７億円 

経済効果 

（決済額） 
７６億円 ６５～１３０億円（推定） 

経済波及効果 

（総務省計算 

ツール活用） 

１１４．８億円 
９８．２～１９６．３億円 

（推定） 

メリット  

① 各決済事業者と連携して一括

管理が可能 

② PayPay１社と特随契約できな

くなる 

③ PayPayが行わないサービス

（店舗一覧のHP公開）ができ

る 



11 
 

デメリット  

① 事務費が高くなる 

② キャンペーンのHP、チラシ・ 

ポスター等を一から作りこむ

必要がある 

ア 令和５年度の実績を踏まえ、１１月１５日開始に変更する。 

イ キャンペーン期間中に予算超過が想定される場合には、早期終了日の 

１５営業日前に決定し、対象店舗と消費者に周知する。 

 

（２）事務費の比較（令和５年度４社Payにて実施した２区との比較） 

自治体 
足立区 

（令和６年度） 

Ａ区 

（令和５年度） 

Ｂ区 

（令和５年度） 

人口 約70万人 約50万人 約35万人 

面積 約53㎢ 約35㎢ 約16㎢ 

実施期間 
12/1～12/25 

（25日間） 

12/1～12/31 

（31日間） 

12/1～12/31 

（31日間） 

還元率 
従業員1000人未満：20％ 

従業員1000人以上：10％ 
20％ 

中小：20％ 

大手：10％ 

還元予算 
【当初予算】 

13億円 

【参考】 

8.67億円 
10億円 4.5億円 

還元実績 － 6.3億円 2.6億円 

事務費 1億4,700万円 1億595万円 9,634万円 5,775万円 

  ア 事務費が他区より高額な理由 

    ① ポイント還元手数料が高額（還元額が高ければ高いほど増額となる）。 

（auPAY:還元額の3％、PayPay：還元額の5％、d払い：110万円、 

楽天ﾍﾟｲ：220万円） 

※ PayPay手数料は、令和５年度まで3％だったため、Ａ区・Ｂ区は低額。 

    ② 足立区は対象店舗数が多いため制作数、発送費が高額。 

      ※ 他区の対象店舗数は非公開情報のため不明 

    ③ 足立区はホームページに店舗検索機能を設けるため高額。 

    ④ 足立区のみ常設サポート窓口を設置するため高額。 

（３）特定財源（予定） 

   物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金 ６０６，７６８千円 

 

４ 今後の方針等 

（１）３つの消費喚起策において、足立区商店街振興組合連合会や受託事業者と連

携し、円滑に展開していく。 

（２）物価高騰対策やキャッシュレス決済促進にかかる事業に活用可能な補助金の

動向を注視していく。 
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産 業 環 境 委 員 会 報 告 資 料 

令和６年７月１日 

件   名 令和４年度「小規模事業者経営改善補助金」の実績について 

所管部課名 産業経済部 産業振興課 

内   容 

令和４年度補助金交付事業者の「経営改善計画書」の結果等について、

報告する。 

 

１ 小規模事業者経営改善補助金（令和４年度） 

経営力強化に取り組む小規模事業者（注１）が、経営改善計画作成

をとおして経営を客観的に見直すとともに、収益を得るために必要と

なる設備投資や店舗改修等の改善に要する経費の一部を補助すること

で、小規模事業者の競争力を強化することを目的とする。 

 

（注１）小規模事業者 

製造業・建設業・運輸業・その他の場合は従業員数が２０人

以下、商業又はサービス業の場合は従業員数が５人以下の事業

者（中小企業基本法第２条第５項に規定）。 

 

２ 令和４年度実施内容 

上限６０万円、補助率２分の１ 

※ 令和５年度より、上限２００万円、補助率３分の２に拡充 

 

３ 令和４年度交付事業者数      （令和６年５月末時点） 

業 種 交付件数 実績報告件数 

小売業 １５件 １３件 

卸売業 １件 １件 

サービス業 １１件 ８件 

製造業 ２４件 ２３件 

建設業 ５件 ５件 

合 計 ５６件 ５０件 

※ 未報告６件（廃業２件、報告書作成中４件）     

※ 廃業２件は、家庭の事情等によるもの        
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４ 補助金申請時の決算と直近決算の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 今後のスケジュール 

（１）令和４年度交付分 

５事業者が区職員（中小企業相談員、マッチングクリエイター）と

の「経営に関する相談」を希望。経営相談を実施する。 

（２）令和５年度交付分（３７９件） 

① 区職員（中小企業相談員、マッチングクリエイター）が全事

業所に訪問し、補助金購入物品の設置を確認の上、補助金を活

用して導入したことを表すシールを貼付する。併せて経営状況

などのヒアリングを実施。 

【１０月末まで】 

② ①実施後、事業者に対し実績報告書の作成・提出を依頼する。 

【令和７年３月末まで】 

③ 実績報告書を基に、区が経営改善状況を分析する。 

【令和７年６月末まで】 

④ 直近の産業環境委員会に報告する。 

（３）令和６年度交付分 

６月３日（月）より相談・受付開始 

 

 

減収減益の主な要因 

【減収（売上減少）】 

１ 内部要因 

原材料価格高騰による値上

げに伴う販売減、宣伝広告不足 

２ 外部要因 

取引先の受注減、競合店と

の競争激化 

 

【減益】 

原材料価格・人件費の高騰 
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産 業 環 境 委 員 会 報 告 資 料 

令和６年７月１日 

件  名 
【追加】「第３回レシート de商品券事業」での受託事業者による申請書処理ミスによ

る商品券発送の遅延について 

所管部課名 産業経済部 産業振興課 

内  容 

「第３回レシートde商品券事業」の受託者である東武トップツアーズ株式会社によ

る、申請書の処理ミスがあったことが発覚したため報告する。 

 

１ 申請処理ミスの内容 ※ ６月１７日（月）、区へ報告あり 

  想定を上回る申請があり、商品券の追加発注を行った。追加発注分の納品が９月に

なるため、商品券発送が９月以降になる申請者リストの提示を受託者に求めたところ、

以下のミスが発覚した。 

（１）４月中に受託者に届いた申請書のうち、３３６件について、申請内容に不備が無

いにも関わらず、商品券の発送をしていなかった。 

【原因】 

審査済みの申請書をOCRで読み込みデータ化する作業を５０名分ずつに分けて行

った。それぞれのデータを一つのエクセルデータにまとめる際に、手作業で結合し

た結果、一部の人の取り込みが漏れてしまったため。 

（２）４月中に受託者に届いた申請書のうち、不備のある申請書４７件について、該当

申請者へ連絡をしていなかった。 

【原因】 

上記４７件は電話不通だった。電話不通のものは不備の旨を郵便で伝えることに

なっており、４７件分のリストを作成していたが、受託者内で連携が取れておらず、

リストが不備の旨を伝える郵便担当者に共有されていなかった。 

 

※ 区はこれまで、受託者から申請件数の報告（毎日）、商品券発送者リストの報告（毎

週）をデータで受けており、加えて仕様書に定めている「申請書到着後１か月半程

度で商品券発送」ができているかを定期的に口頭にて確認していた。 

※ 区は受託者に対し、各日の詳細な処理状況（審査数、不備件数、不備対応件数な

ど）の作成・報告を依頼していなかったため、上記処理ミスの発見ができなかった。 

 

２ 今後の対応 

（１）上記１（１）に該当する申請者への対応 

ア ６月１９日～６月２３日 ３３６名の申請者へお詫びの電話連絡 

イ ６月２４日       ３３６名の申請者へ商品券とお詫び文書発送 

（２）上記１（２）に該当する申請者への対応 

ア 軽微な不備はあるものの、「レシートが９枚あり、かつ全てにスタンプが押され

ているもの」については、商品券を満額発送する。 
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イ レシート枚数が足りない等の不備があるものについては、受託者へ検討依頼中。 

（３）上記（１）（２）以外の方への対応について 

  ア 申請到着数 ８１，４８１件（６月４日までに到着したもの） 

  イ 全件の審査は６月２６日に終了予定 

（５月到着分で処理ミスがないか精査中） 

  ウ 仕様書上、７月中旬までに商品券発送を完了する予定 

    ※ 商品券追加発注に伴い、一部申請者は商品券発送が９月以降になる 

（４）受託事業者への対応 

  ア 本社部長との面談日程を調整中 

イ 損害賠償の対象となるか等を弁護士相談（６月２４日１０時から） 

 

３ 周知方法 

  申請者へ個別電話連絡、区ホームページ、プレスリリース、全登録店舗へ状況報告 

 

【参考】事業概要 

１ 契約金額 

事業総額                             Ａ＋Ｂ ４４６，６９１，２１７円 

 業務委託料(事務費)          Ａ ２０１，６９１，２１７円 

 事業費（商品券購入費、事業協力金） Ｂ ２４５，０００，０００円 

 

２ 事業スケジュール 

スタンプ押印期間 令和６年３月２５日～５月２４日 

申請受付 令和６年３月２５日～５月３１日（消印有効） 

商品券発送期間 令和６年３月～９月 

登録店協力金振込 令和６年６月～（キャンペーン終了後、順次） 

 

３ 応募から商品券発送までの流れ 

（１）申請者は㊗スタンプが押印された900円以上のレシートを9枚集め、専用封筒に入

れ投函する 

（２）事務局に申請到着後、審査を実施する 

（３）申請内容に不備があった場合は申請者に連絡を取り、不備解消に努める 

（４）審査完了後、簡易書留にて商品券を発送（不備がなければ１ヵ月半程度で発送） 
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産 業 環 境 委 員 会 報 告 資 料 

令和６年７月１日 

件   名 令和６年度ベルモント市への学生使節団派遣の実施について 

所管部課名 産業経済部 産業振興課、一般財団法人足立区観光交流協会 

内   容 

 ベルモント市への学生使節団の派遣を５年ぶりに再開するにあたり、以

下のとおり実施していく。 

 なお、令和６年度は姉妹都市提携４０周年を迎えるが、区内在住の学生

による使節団派遣は、感染症の影響により平成３０年度を最後に実施が見

送られていたため、２０歳以上の区民による交流ツアーではなく、学生使

節団とする（令和元年度は姉妹都市提携３５周年にあたり２０歳以上の区

民による交流ツアーを実施）。 

 

１ 概要 

（１）派遣期間 

   令和６年８月１日（木）～８日（木） ７泊８日 

  ※ ホテル泊１泊、学生のホームステイ５泊、機中１泊 

（２）派遣人数（予定） 

   ２３名 

  ア 学生の選考について 

学生１６名（内、一般枠１１名、あだち未来応援枠５名） 

 選考結果 応募数 

 学 年 人 数 平成３０年度 令和６年度※ 

中学生 

１年生 １名 ２７名 １７名 

２年生 ５名 ３４名 ２７名 

３年生 ４名 ３４名 ２１名 

高校生 

１年生 ２名 ２３名 ２９名 

２年生 ２名 ３２名 ２０名 

３年生 ２名 １１名 １２名 

合 計 １６名 １６１名 １２６名(△３５) 

※ 応募数の内、一般枠１０６名・あだち未来応援枠２０名（平成

３０年度：一般枠７４名・あだち未来応援枠８７名） 

 ※ 一次審査（作文）を通過した２７名に対して二次審査（面接）

を実施し、１６名を最終合格者とした。 

  イ 工藤副区長（協会会長）、使節団団長、区職員や通訳等７名 
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（３）旅行代金と参加負担金（一人当たり） 

 一般枠 あだち未来応援枠 

旅行代金総額 ２４０，０００円 ２４０，０００円 

協会助成額 １３０，０００円 ２４０，０００円 

自己負担額 １１０，０００円 ０円 

  ※ パスポート取得費や海外旅行保険代等は参加者の自己負担 

 

２ 事前学習及びツアー説明会について 

（１）事前学習会 

   令和６年６月２３日（日）、７月７日（日）及び７月１４日（日）、

全３回ネイティブの講師による英会話研修やオーストラリア（ベルモ

ント市）の歴史文化や先住民等について勉強する（一回当たり９０

分）。 

（２）ツアー説明会 

   令和６年７月７日（日）に実施する。渡航時や滞在中の注意事項、

海外旅行保険等の説明を行う。 

 

３ 滞在中のスケジュール（予定） 

日 付 主な訪問先 備 考 

8/1（木） 

足立区役所 出発場所（8：00） 

成田国際空港 日本出国（11：10） 

↓（シンガポール経由） シンガポール航空 

パース国際空港 

オーストラリア入国（23：55） 

※ 深夜に到着するため、使節

団全員ホテルに宿泊する。 

8/2（金） 

足立パーク、ベルモント

博物館 

 

ウェルカムパーティー 会場：グラスハウス（ベルモ

ント市役所） 

8/3（土） 
ホストファミリー（１６世帯）との自由行動 

8/4（日） 

8/5（月） 

ベルモントシティカレ

ッジ（日本の高校・大学

の一貫校に相当）、市内

観光 

ベルモントシティカレッジの

高校生との交流 

8/6（火） 

カバシャムワイルドラ

イフパーク 

コアラやカンガルー等、オー

ストラリアの固有種などがい

る動物園 
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8/7（水） 

キングスパーク、アボリ

ジニ文化体験 

キングスパークは、植物園も

併設された公園（東京ドーム

約８７個分の面積） 

フェアウェルパーティー 会場：アロフトホテル 

パース国際空港 オーストラリア出国（17：10） 

8/8（木） 

↓（シンガポール経由） シンガポール航空 

成田国際空港 日本入国（8：00） 

足立区役所 正午頃 

 

４ 今後の方針 

（１）学生使節団派遣事業に参加した生徒の進路や学校生活等にどのよう

な変化や影響があったか、アンケートやヒアリングを通じて調査して

いく。 

（２）令和７年１月に予定しているベルモント市使節団受入について、姉

妹都市提携４０周年を記念した調印式やレセプションパーティー等、

周年にふさわしい企画を検討していく。 
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産 業 環 境 委 員 会 報 告 資 料 
令和６年７月１日 

件   名 あだち区民まつり「Ａ－Ｆｅｓｔａ ２０２４」の開催について 

所管部課名 産業経済部 産業振興課、一般財団法人足立区観光交流協会 

内   容 

１ 目的 

区内外からも多くの来街者を呼び込める「区民まつり」を区内団体

と共に企画、運営することで、区のイメ－ジアップと区内産業の発展

に寄与する。 

 

２ 主催 

一般財団法人足立区観光交流協会、足立区 

 

３ 開催日時 

令和６年１０月１２日（土） 午前１０時４０分～午後４時 

１３日（日） 午前１０時～午後４時 

４ 会場 

荒川河川敷「虹の広場」 

 

５ 実施予定の主なイベント 

（１）セレモニー、ステージショー 

（２）リバーサイドバザー、ふるさと物産展 

（３）ミニＳＬ、ふわふわトランポリン、子どもお楽しみコーナー、トラ

ックタイヤ引きレース（１３日のみ） 

（４）関連団体ＰＲ展、区出展コーナー（新規企画として、災害対策課に

よる消防演習、防災に関するイベントを実施予定） 

（５）スタンプラリー（チャップンの大冒険） 

 

６ その他 

（１）飲食出店のエコ容器使用について、公募枠（１５団体程度）につい

ては、エコ容器使用を応募の条件とする等、ＳＤＧｓ推進の取り組み

を拡大していく。 

（２）台風の接近が予想される場合には、危機管理部や都市建設部と連携

し、気象情報を収集したうえで、参加団体の準備等への影響が出来る

限り少なくなるようおおむね４日前を目安に開催の可否を判断する。 

（３）雨天時には、ゴムの板やコンパネ等資材を準備して、ぬかるみ対策

を実施する。 

 


